
自
主
財
源
19.5%歳入

　

平
成
29
年
度
の
町
の
各
会
計

歳
入
歳
出
決
算
が
、
12
月
の
第

４
回
町
議
会
定
例
会
で
認
定
さ

れ
ま
し
た
。

　
町
の
財
政
　
台
所
事
情
　
の

現
状
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま

す
。

　

平
成
29
年
度
の
一
般
会
計
と
特

別
会
計
を
合
わ
せ
た
歳
入
総
額
は

36
億
５
，
３
０
０
万
円
（
前
年
度

比
２
億
２
，
０
９
６
万
円
、
５
・

７
％
減
）、
歳
出
総
額
は
35
億
５
，

３
２
７
万
円
（
前
年
度
比
１
億
５
，

７
７
７
万
円
、
４
・
３
％
減
）、
差

引
９
，
９
７
３
万
円
で
、
翌
年
度

に
繰
り
越
し
て
実
施
す
る
特
定
事

業
の
財
源
を
除
い
た
実
質
収
支
は

７
，
０
４
１
万
円
で
し
た
。

平
成
29
年
度
各
会
計
決
算
か
ら
見
る
ま
ち
の
財
政
事
情

一 般 会 計
歳入決算額  29億 5,740万 9千円（対前年度 2億 3,520万 4千円 減）

依
存

財
源　80.5%

地方交付税
16億5,884万3千円

56.1%

町債
3億2,266万7千円

10.9%

    国庫支出金　
　2億1,618万5千円
　　　　7.3%

道支出金　
　1億1,429万円　3.9% 地方譲与税　

　2,279万円　0.8%

その他　
　4,707万円　1.6%

町税　
　1億7,266万6千円　5.8%

分担金及び負担金　　　
　1,496万9千円　0.5%

使用料及び手数料　　　
　3,945万3千円　1.3%

財産収入　　　　　　
　2,091万4千円　0.7%

繰越金
1億6,292万2千円　5.5%

基金取崩し額　　　　　　
　4,621万8千円　1.6%

　

一
般
会
計
で
約
９
，
９
０
０
万
円

の
繰
越
金
が
生
じ
て
い
ま
す
が
、
累

積
赤
字
を
解
消
し
た
平
成
22
年
度
以

降
で
最
も
少
な
く
、
ま
た
、
30
年
度

の
普
通
交
付
税
は
、
当
初
予
算
計
上

額
を
約
２
，
３
０
０
万
円
下
回
る
、

過
去
20
年
の
中
で
最
も
少
な
い
交
付

額
で
し
た
。

　

各
特
別
会
計
で
は
、
一
般
会
計
か

ら
約
１
億
４
，
２
２
０
万
円
の
赤
字

額
を
補
填
し
て
収
支
を
維
持
し
て
い

る
状
況
が
続
い
て
い
ま
す
。

　

特
別
会
計
は
、
水
道
料
金
や
国
保

税
な
ど
特
定
の
受
益
者
負
担
収
入
で

事
業
支
出
に
充
て
る
独
立
採
算
制
を

原
則
と
し
て
い
ま
す
。
し
か
し
、
受

益
者
負
担
収
入
や
基
準
内
の
一
般
会

計
か
ら
の
繰
入
金
だ
け
で
賄
う
こ
と

が
出
来
な
い
た
め
に
、
基
準
外
の
繰

入
（
赤
字
補
填
）
を
行
い
赤
字
の
累

積
化
の
回
避
に
努
め
て
い
る
の
が
実

情
で
す
。

　2,091

繰越金繰越金
1億6,292万2千円　5.5%1億6,292万2千円　5.5%

基金取崩し額
　4,621

※各表・グラフの計

数は四捨五入してい

るため、合計では一

致しない場合があり

ます。

 

“

”

　

ま
た
一
方
で
、
子
ど
も
子
育
て
支

援
対
策
、
医
療
保
険
、
介
護
保
険
等

の
社
会
保
障
関
連
施
策
や
防
災
・
減

災
対
策
、
消
費
増
税
対
策
な
ど
、
国

の
政
策
の
変
化
に
伴
う
新
た
な
行
政

需
要
の
拡
大
と
地
方
負
担
の
増
大
が

続
い
て
い
ま
す
。

　

こ
う
し
た
厳
し
い
財
政
状
況
下

で
、
行
政
・
公
共
サ
ー
ビ
ス
水
準
の

維
持
や
特
別
会
計
へ
の
赤
字
補
填
縮

減
の
た
め
、
税
や
住
宅
使
用
料
、
水

道
使
用
料
、
保
育
料
、
給
食
費
な
ど

の
滞
納
対
策
の
強
化
な
ど
、
健
全
な

財
政
運
営
に
努
め
て
い
か
な
け
れ
ば

な
り
ま
せ
ん
。

　

町
の
３
つ
の
課
題
で
あ
る
「
財
政

の
健
全
維
持
」、「
行
政
・
公
共
サ
ー

ビ
ス
の
水
準
維
持
向
上
」、「
町
の
振

興
・
地
域
の
活
性
化
」
の
克
服
と
両

立
の
た
め
、
町
民
の
皆
さ
ん
の
ご
理

解
と
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

 

減
る
地
方
交
付
税

  

増
え
る
特
別
会
計
へ
の
赤
字
補
填

　3,
財産収入
　2,091　2,091

その他　　　　　　
　1億1,842万2千円　4.0%

3億2,266万7千円3億2,266万7千円

 
「
地
方
交
付
税
の
減
」
と
「
特
別
会
計
の
赤
字
補
填
」
で
一
般
会
計
大
ピ
ン
チ
！ 

　

健
全
な
財
政
運
営
を

　

 

み
ん
な
の
努
力
で

 

81
％
が
国
等
の
財
政
支
援
に

　

依
存
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歳出決算額  28億 5,767万 5千円（対前年度 1億 7,201万 6千円 減）

一 般 会 計

投

資
的
経費

そ
の
他

の
経費 52.8%

人件費
5億8,493万3千円

20.5%

    扶助費
9,424万円　3.3%

公債費
3億3,125万3千円

11.6%

普通建設事業費等
3億3,846万3千円

11.8%

物件費
5億4,647万9千円

19.1%

　　維持補修費
　1億2,709万8千円
         4.4%

補助費等
3億9,380万7千円

13.8%

繰出金
3億8,058万5千円

13.3%

　　その他
　 238万円　0.1%

区　分 歳出額 構成比

議 会 費 57,686 2.02%

総 務 費 933,872 32.68%

民 生 費 423,971 14.84%

衛 生 費 132,797 4.65%

農林水産業費 166,475 5.83%

商 工 費 85,066 2.98%

土 木 費 334,485 11.70%

消 防 費 196,209 6.87%

教 育 費 193,021 6.75%

公 債 費 331,253 11.59%

そ の 他 2,840 0.10%

合 計 2,857,675 100%

歳出（目的別）　　　　　（千円）

平成 29 年度 決算報告

歳出
（性質別）

義務的

経
費
　
 3
5.
4%

　　　　積立金
　　5,843万7千円　2.0%

 11.8%

　「財政健全化判断比率」についての監査委員の意見（抜粋）

■簡易水道事業特別会計

　独立採算制を基本とした経営状況の健全化に近づけるため、引き続き一般会計繰入金削減の経営研究が必要と

思慮される。

■下水道事業特別会計
　独立採算制を基本とした経営状況の健全化に近づけるため、引き続き一般会計繰入金削減の経営研究が必要と

思慮される。

■産業交流雇用対策推進事業特別会計

　施設等の老朽化に伴う更新の必要性が高まるなど、管理費用の増嵩が懸念されるため、中長期的な視点で資金

需要を把握し、より一層経営の健全化に向け、経営改善への経営研究が必要と思慮される。

　平成 29 年度の一般会計歳入

の 56％を占める地方交付税は、

平成 28 年度比 6,700 万円の減。

　平成 30 年度普通交付税は過

去 20 年間で最低の 13 億 9,718

万円で、予算見積額より 2,300

万円の減。

H26 H27 H28 H29 H30H25

■ 地方交付税の使いみち
（百万円）

地方交付税 比較
主な使途経費

（①+②+③+④+⑤）

過不足
額

Ｈ 28 1,726  ＜ 1,758 △ 32

Ｈ 29 1,659  ＜ 1,786 △ 127

Ｈ 30
（見込額）

1,554  ＜ 1,748 △ 194

（億円）普通交付税特別交付税

17.79

1.69

16.11

17.11

15.38

1.73

■ 地方交付税の推移

　地方交付税は、①人件費、②扶助費（医

療費等）、③公債費（借金の返済）、④

補助費等（団体補助金等）、⑤特別会計

繰出金の義務的・固定的な支出だけで

使われてしまっているため、厳しい状

況が続いている。

17.79

16.08

1.71
16.59

14.92

1.67

17.26

15.67

1.59 15.54

13.97

1.57

（見込額）
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（億円）

平成 29 年度 決算報告

■ 基金積立金の推移

■ 地方債残高の推移

　町の貯金にあたる基金は、

減債基金に 3,000 万円、ふる

さと振興基金に 1,890 万円な

ど合計 5,835 万円を新たに

積立て、備荒資金などから

4,622 万円の取崩しを行い、

総額 14 億 1,502 万円の基金

保有残高です。

（億円）

（注）備荒資金 3億 9,178 万円と土地開発基金 7,726 万円を含む。

一般会計 特別会計

11.37

29.59

11.54

41.13

12.16 12.88

H25 H26 H27

H25 H26 H27

29.74

40.49

34.84

9.56

44.40

特 別 会 計

歳入歳出決算額

まちの基金（貯金）と地方債（借金）の現状は？

※備荒資金・土地開発基金を除

　いた金額で他市町村と比較し

　ます。

14.00

H28

H28

43.83

8.41

35.42

H29

14.15

H29

10.75

43.09

35.55

7.54

・後志管内基金平均額
　　　23 億 4,300 万円

・後志管内基金保有高
　　　19 町村中、18 位

※

－他の市町村と比べると ･･･ －

会　計　名
歳入決算額

歳出決算額
一般会計からの繰入金（内 基準外繰入金）

簡 易 水 道 事 業 1億9,251万 2千円    　  8,913万 5千円（2,588万 3千円） 1億 9,251万 2千円

国 民 健 康
保 険 事 業

事業勘定 1億9,277万 7千円    　  5,562万 2千円（1,855万円） 1億 9,277万 7千円

直診勘定 7,471万 5千円            2,200万円（2,153万 9千円） 7,471万 5千円

下 水 道 事 業 5,519万 1千円      　4,575万 4千円（2,918万 5千円） 5,519万 1千円

介護福祉サービス事業 3,236万 5千円     　 1,522万 8千円（1,485万 3千円） 3,236万 5千円

産業交流雇用対策推進事業 1億1,132万 1千円    　  3,219万 2千円（3,219万 2千円） 1億 1,132万 1千円

後 期 高 齢 者 医 療 3,670万 9千円        1,548万 6千円（0円） 3,670万 9千円

合　　計 6億9,559万円   2億 7,541万 7千円（1億4,220万 2千円） 6億 9,559万円

（注）基準外繰入金とは、赤字補填のこと

（注）

平成29年度の主な地方債事業と借入額

１位　多茂木団地建設事業

5,920 万円（公営住宅債）

２位　総合文化センター改修事業

3,340 万円（過疎債）

３位　憩の広場整備事業

3,290 万円（過疎債）

４位　余別地区避難路等整備事業

2,310 万円
（緊急防災・減災事業債）

５位　町道等改修事業

　940 万円（過疎債）

一般会計 地方債残高 35 億円の内訳

・過疎対策事業債
13 億 2,613 万円（37.3％）
元利償還金の７割相当が地方交
付税措置

・臨時財政対策債
12 億 5,054 万円（35.2％）

元利償還金の10割相当が地方交
付税措置

・その他の地方債

・辺地対策事業債
 1 億 8,296 万円（5.1％）

元利償還金の８割相当を地方交
付税措置

元利償還金の0～７割相当が地方
交付税措置

 7 億 9,530 万円（22.4％）
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